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   第１章 総則 

    第１節 目的 

 （目的） 

第１条 東京学芸大学（以下「本学」という。）は，人権を尊重し，すべての人々

が共生する社会の建設と世界平和の実現に寄与するため，豊かな人間性と科学的

精神に立脚した学芸諸般の教育研究活動を通して，高い知識と教養を備えた創造

力・実践力に富む有為の教育者を養成することを目的とする。 

    第２節 点検評価 

 （点検評価） 

第２条 本学は，その教育研究水準の向上を図り，本学の目的及び社会的使命を達

成するため，本学における教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行

い，その結果を公表するものとする。 

２ 前項の点検及び評価に関する規程は，別に定める。 

    第３節 教育研究活動状況の公表 

 （教育研究活動状況の公表） 

第３条 本学は，教育研究の成果の普及及び活用の促進に資するため，本学におけ

る教育研究活動の状況を公表するものとする。 

 

   第２章 課程，入学定員，履修，卒業要件及び学位 

    第１節 課程，入学定員等 

 （課程及び入学定員等） 

第４条 本学の教育学部に置く課程，専攻，コース並びに入学定員及び収容定員は，

次の表に掲げるとおりとする。ただし，初等教育専攻の各コース及び中等教育専

攻の各コースの定員は，別に定める。 

－ 学則 － 2 －



 

課

程 
専攻(類) コース 

入学 

定員 

収容 

定員 

学 

校 

教 

育 

教 

員 

養 

成 

課 

程 

初等教育専攻 

（Ａ類） 

国語 

825名 3,300名 

社会 

数学 

理科 

音楽 

美術 

保健体育 

家庭 

英語 

現代教育実践 

ものづくり技術 

幼児教育 

中等教育専攻 

（Ｂ類） 

国語 

社会 

数学 

理科 

音楽 

美術 

保健体育 

家庭 

技術 

英語 

書道 

情報 

特別支援教育専攻 

（Ｃ類） 

聴覚障害・言語障害系 

発達障害・学習障害系 

養護教育専攻 

（Ｄ類） 
養護教育 

計 825名 3,300名 
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課

程 
専攻(類) コース 入学定員 収容定員 

教

育

支

援

課

程 

教育支援専攻 

（Ｅ類） 

生涯学習・文化遺産教育 

185名 740名 

カウンセリング 

ソーシャルワーク 

多文化共生教育 

情報教育 

表現教育 

生涯スポーツ 

計  185名 740名 

 

    第２節 履修，卒業要件及び学位 

 （専攻又は選修の選択等） 

第５条 学生は，前条の各専攻に属するコースのいずれか一つを選択しなければな

らない。 

２ 各専攻の履修基準，履修方法及び取得できる免許状に関し必要な事項は，別に

定める。 

 （他大学等の授業科目の履修） 

第６条 本学は，教育上有益と認めるときは，他の大学又は短期大学との協議に基

づき，学生が当該大学又は短期大学の授業科目を履修することを認めることがで

きる。 

２ 前項の規定により学生が他の大学又は短期大学で修得した単位については，本

学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

３ 本学は，教育上有益と認めるときは，学生が行う短期大学又は高等専門学校の

専攻科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を，本学における授業

科目の履修とみなし，単位を与えることができる。 

４ 前２項の規定により修得したものとみなし，又は与えることのできる単位数は，

次条第１項及び第２項並びに第25条第３項の規定により本学において修得したも

のとみなす単位数と合わせて60単位を超えないものとする。 

５ 前各項に定めるもののほか，単位認定等に関し必要な事項は，別に定める。 

 （入学前の修得単位） 

第７条 本学は，教育上有益と認めるときは，学生が本学に入学する前に大学又は

短期大学（外国の大学又は短期大学を含む。）において履修した授業科目につい

て修得した単位（科目等履修生の規定により修得した単位を含む。）を，本学に

入学した後の本学における授業科目の履修により修得したものとみなすことがで

きる。ただし，修業年限を短縮することはできない。 

２ 本学は，教育上有益と認めるときは，学生が本学に入学する前に行った短期大

学又は高等専門学校の専攻科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修

を，本学における授業科目の履修とみなし，単位を与えることができる。 

３ 前２項の規定により修得したものとみなし，又は与えることのできる単位数は，

編入学，転入学等の場合を除き，本学において修得した単位以外のものについて

は，前条第２項及び第３項並びに第25条第３項の規定により本学において修得し

たものとみなす単位数と合わせて60単位を超えないものとする。 

４ 前３項に定めるもののほか，単位認定等に関し必要な事項は，別に定める。 
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 （卒業要件） 

第８条 第10条に規定する修業年限以上在学し，専攻ごとに定める履修基準により

所定の単位を修得した者については，教授会の議を経て，学長が卒業を認定する。 

 （学位） 

第９条 本学を卒業した者には，学士の学位を授与する。 

２ 学位に関する事項は，別に定める。 

 

   第３章 修業年限，在学期間，学年，学期及び休業日 

    第１節 修業年限及び在学期間 

 （修業年限） 

第１０条 本学の修業年限は，４年とする。 

 （在学期間） 

第１１条 学生は，８年を超えて在学することができない。ただし，休学期間は，

在学年数に算入しない。 

２ 在学期間は学期単位で計算する。 

    第２節 学年，学期及び休業日 

 （学年） 

第１２条 学年は４月１日に始まり，翌年３月31日に終る。 

 （学期） 

第１３条 学年を次の２期に分ける。 

  春学期 ４月から９月まで 

  秋学期 10月から翌年３月まで 

 （休業日） 

第１４条 休業日は，次のとおりとする。 

 (1) 日曜日及び土曜日 

 (2) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に定める休日 

 (3) 創立記念日（５月31日） 

２ 前項に定める休業日以外の休業日については，別に定める。 

３ 第１項の規定にかかわらず，教育上必要があると学長が認める場合は，休業日

に授業を行うことができる。 

 

   第４章 入学，編入学，転入学，再入学，課程等の変更，休学，復学，留学，

退学，除籍，賞罰等 

    第１節 入学 

 （入学の時期） 

第１５条 入学の時期は，原則として毎年４月とし，特に必要があると認めるとき

は，10月とすることができる。 

 （入学資格） 

第１６条 本学に入学することのできる者は，次の各号の１に該当する者でなけれ

ばならない。 

 (1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

 (2) 通常の課程による12年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によ

り，これに相当する学校教育を修了した者を含む。） 

 (3) 外国において学校教育における12年の課程を修了した者又はこれに準ずる者
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で文部科学大臣の指定したもの 

 (4) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在

外教育施設の当該課程を修了した者 

 (5) 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣

が定める基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文

部科学大臣が定める日以後に修了した者 

 (6) 文部科学大臣の指定した者 

 (7) 高等学校卒業程度認定試験規則（平成17年文部科学省令第１号）による高等

学校卒業程度認定試験に合格した者（同規則附則第２条の規定による廃止前の

大学入学資格検定規程（昭和26年文部省令第13号）による大学入学資格検定に

合格した者を含む。） 

 (8) 本学において，個別の入学資格審査により，高等学校を卒業した者と同等以

上の学力があると認めた者で，18歳に達したもの 

 （入学の出願） 

第１７条 本学に入学を志願する者は，入学願書に所定の検定料及び別に定める書

類を添えて願い出なければならない。 

 （入学者の選考） 

第１８条 前条の入学志願者については，別に定めるところによる選考の結果に基

づき，教授会の議を経て学長が合格者を決定する。 

 （入学手続及び入学許可） 

第１９条 前条の規定に基づき合格の通知を受けた者は，所定の期日までに，誓約

書その他所定の書類を提出するとともに，所定の入学料を納付しなければならな

い。 

２ 学長は，前項の入学手続を完了した者（入学料の免除又は徴収猶予を申請し，

受理された者を含む。）に入学を許可する。 

    第２節 編入学，転入学，再入学及び課程等の変更 

 （編入学） 

第２０条 次の各号の１に該当する者で，本学に編入学を志願する者があったとき

は，その事由及び学力等を審査した上，これを許可することができる。 

 (1) 大学を卒業した者 

 (2) 大学に２年以上在学し，62単位以上を修得した者 

 (3) その他法令で定めるところにより編入学できる者 

２ 編入学に関し必要な事項は，別に定める。 

 （転入学） 

第２１条 他大学の学生で，本学に転入学を志願する者があったときは，その事由

及び学力等を審査した上，これを許可することができる。 

２ 転入学願は，当該大学を経由して提出しなければならない。 

 （再入学） 

第２２条 本学の退学者又は第28条第３号の規定により除籍になった者が再入学を

願い出たときは，選考の上，これを許可することができる。 

２ 再入学に関し必要な事項は，別に定める。 

 （専攻等の変更） 

第２３条 学生が専攻の変更又はコースの変更を志望したときは，その事由及び学

力等を審査した上，これを許可することができる。 
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    第３節 休学及び復学 

 （休学及び復学） 

第２４条 学生が病気その他やむを得ない事情のため，２月以上修学することがで

きないときは，学長に願い出て許可を得た上，当該期間休学することができる。

ただし，病気の場合は，医師の診断書を添付しなければならない。 

２ 休学の期間は，１年以内とする。ただし，特別の事情がある場合は，引き続き

許可を願い出て，２年まで休学することができる。 

３ 休学期間中でもその事情が終わったときは，届け出て復学することができる。 

４ 休学及び復学に関し必要な事項は，別に定める。 

    第４節 留学 

 （留学） 

第２５条 本学は，教育上有益と認めるときは，外国の大学又は短期大学との協議

に基づき，学生が当該大学又は短期大学に留学することを認めることができる。 

２ 前項の規定により学生が留学する場合は，休学の取扱いをしないものとする。 

３ 第６条第２項及び第４項の規定は，第１項の規定により学生が留学する場合に

準用する。 

４ 留学の手続その他留学に関し必要な事項は，別に定める。 

    第５節 退学，他大学の受験及び除籍 

 （退学） 

第２６条 学生が退学を希望するときは，保証人連署の上，学長の許可を得なけれ

ばならない。 

２ 退学に関し必要な事項は，別に定める。 

 （他大学の受験及び転学） 

第２７条 学生が他大学の入学試験を受験しようとするときは，学長に届け出なけ

ればならない。 

２ 学生が他大学へ転学しようとするときは，学長の許可を得なければならない。 

３ 他大学の受験及び転学に関し必要な事項は，別に定める。 

 （除籍） 

第２８条 次の各号の１に該当する者は，学長が除籍する。 

 (1) 第11条に定める在学年限を超えた者 

 (2) 保証人又はこれに代わる者から死亡の届出等のあった者 

 (3) 長期間にわたり授業料の納付を怠り，督促してもなお納付しない者 

 (4) 入学料の免除を願い出た者のうち，免除を不許可とされた者及び一部につい

て免除を許可された者で指定期間内に入学料を納付しない者（入学料の徴収猶

予を願い出た者を除く。） 

 (5) 入学料の徴収猶予を願い出た者のうち，徴収猶予を許可された者で徴収猶予

期間内に入学料を納付しない者及び徴収猶予を許可されなかった者で指定期間

内に入学料を納付しない者 

    第６節 賞罰 

 （表彰） 

第２９条 学生として表彰に価する行為のあったときは，学長がこれを表彰する。 

２ 表彰に関し必要な事項は，別に定める。 

 （懲戒） 

第３０条 学生が学校の秩序を乱し，その他本分に反した行為をしたときは，全学
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教室主任会の議を経て，学長がこれを懲戒する。 

 （懲戒の種類及び停学期間の取扱い） 

第３１条 懲戒は，退学，停学及び戒告とする。 

２ 停学の期間は，第11条に規定する在学期間に算入し，第10条に規定する修業年

限に算入しない。ただし，２月に満たないときは，修業年限に算入することがで

きる。 

３ 懲戒に関し必要な事項は，別に定める。 

 

   第５章 授業料，入学料及び検定料 

 （授業料等の額） 

第３２条 授業料，入学料及び検定料（以下「授業料等」という。）の額は，別に

定める。 

 （入学料の免除） 

第３３条 入学料の納付が極めて困難である者については，願い出により選考の上，

入学料の全部又は一部を免除することができる。 

２ 入学料の納付期限までの納付が困難である者については，願い出により選考の

上，入学料の徴収を猶予することができる。 

 （検定料の免除） 

第３３条の２ 検定料の納付が極めて困難である者については，願い出により本学

の検定料を免除することができる。 

２ 前項の規定による検定料の免除については，別に定める。 

 （入学料の免除等の手続） 

第３４条 第３３条の規定により入学料の免除又は徴収猶予を希望する者は，別に

定めるところにより，入学料の免除願又は徴収猶予願を提出し，学長の許可を得

なければならない。 

 （不許可とされた者等の納付期限） 

第３５条 入学料の免除を願い出て，免除を不許可とされた者及び一部について免

除を許可された者並びに入学料の徴収猶予を願い出て許可されなかった者にかか

る入学料は，指定期間内に納めなければならない。 

２ 入学料の徴収猶予を許可された者にかかる入学料は，徴収猶予期間内に納めな

ければならない。 

 （授業料の納付期限） 

第３６条 授業料は，次の２期に分けて，それぞれ年額の２分の１に相当する額を

納めなければならない。 

  春学期（４月１日から９月30日まで）   ４月30日まで 

  秋学期（10月１日から翌年３月31日まで） 10月31日まで 

２ 前項の規定にかかわらず，学生の申出があったときは，春学期にかかる授業料

を徴収するときに，当該年度の秋学期にかかる授業料を併せて徴収するものとす

る。 

３ 入学年度の春学期又は春学期及び秋学期にかかる授業料については，第１項の

規定にかかわらず，入学を許可される者の申出があったときは，入学を許可する

ときに徴収するものとする。 

 （授業料の分納又は徴収猶予） 

第３７条 特別の事情があり，前条の規定により難い場合は，授業料の分納（分納
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の月割額は年額の12分の１の額とする。）又は当該期末までの徴収猶予を許可す

ることができる。 

 （分納又は徴収猶予の手続） 

第３８条 前条の規定により授業料の分納又は徴収猶予を希望する者は，別に定め

るところにより，授業料の分納願又は徴収猶予願を提出し，学長の許可を得なけ

ればならない。 

 （授業料の免除） 

第３９条 学費の支払が極めて困難な学生には，願い出により選考の上，授業料の

全部又は一部の免除を許可することができる。 

 （授業料の免除の手続） 

第４０条 前条の規定により授業料の免除を希望するものは，別に定めるところに

より，授業料の免除願を提出し，学長の許可を得なければならない。 

 （授業料の免除等の許可の時期） 

第４１条 授業料の免除並びに分納及び徴収猶予の許可は，学期ごとに行う。 

 （休学期間の授業料） 

第４２条 休学した学生に対しては，その休学期間の授業料を免除する。 

 （退学又は停学の場合の授業料） 

第４３条 退学又は停学の場合でも，その学期にかかる授業料は納めなければなら

ない。 

 （授業料等の返付） 

第４４条 一度納付した授業料等は，返付しない。 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号の１に該当する場合は，納付した者の申出

により，当該各号に定める額を返付することができる。 

 (1) 入学を許可するときに授業料を納付した者が３月31日までに入学を辞退した

場合 当該授業料相当額 

 (2) 第36条第２項及び第３項の規定により春学期に係る授業料を徴収するときに，

秋学期に係る授業料を併せて納付した者が，当該年度の９月30日までに休学又

は退学した場合 秋学期に係る授業料相当額 

 (3) 学部入学に係る検定料を納付した者が，個別学力検査出願受付後に，本学が

指定した大学入学共通テスト受験科目の不足等による出願無資格者であること

が判明した場合 その後の選抜に係る検定料相当額 

 (4) 学部入学に係る検定料を納付した者が，第33条の２の規定により検定料免除

の許可を受けた場合 検定料相当額 

 

   第６章 科目等履修生，研究生，特別聴講学生，国費外国人留学生，学寮，

公開講座等 

    第１節 科目等履修生，研究生，特別聴講学生及び国費外国人留学生 

 （科目等履修生） 

第４５条 本学の学生以外の者で，本学が開設する一又は複数の授業科目の履修を

志願する者があるときは，正規の課程に支障のない限り，選考の上，科目等履修

生として入学を許可することができる。 

２ 科目等履修生に関する規程は，別に定める。 

 （研究生） 

第４６条 公の機関等が，その所属職員に対する研究指導を本学に委託することを
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希望するとき，又は本学学生以外の者が，本学において研究指導を受けることを

志望するときは，本学学生に対する授業及び研究指導に支障をきたさない範囲に

おいて選考を行い，研究生として入学を許可する。 

２ 研究生に関する規程は，別に定める。 

 （特別聴講学生） 

第４７条 本学において授業科目を履修しようとする他の大学又は短期大学（外国

の大学又は短期大学を含む。）の学生があるときは，当該大学又は短期大学との

協議に基づき，特別聴講学生として入学を許可することができる。 

２ 特別聴講学生に関する規程は，別に定める。 

（国費外国人留学生） 

第４７条の２ 国費外国人留学生制度実施要項（昭和 29 年３月 31 日文部大臣裁定）

に規定する国費外国人留学生として，本学に入学を希望する者があるときは，選

考の上，入学を許可することができる。 

２ 国費外国人留学生に関する規程は，別に定める。 

    第２節 学寮，国際学生宿舎及び国際交流会館 

 （学寮及び国際学生宿舎） 

第４８条 本学に学寮及び国際学生宿舎を設ける。 

２ 学寮及び国際学生宿舎に関する規程は，別に定める。 

 （国際交流会館） 

第４９条 本学に国際交流会館を設ける。 

２ 国際交流会館に関する規程は，別に定める。 

    第３節 公開講座 

 （公開講座） 

第５０条 本学に公開講座の施設を設ける。 

２ 公開講座に関する規程は，別に定める。 

 

   附 則 

１ この学則は，平成16年４月１日から施行する。 

２ 国立大学法人東京学芸大学成立の際，現に東京学芸大学に在学している学生（

科目等履修生，研究生及び特別聴講学生を含む。）は，国立大学法人東京学芸大

学が設置する東京学芸大学の学生となるものとする。 

３ 第22条の規定は，平成12年度以降に入学した者から適用し，平成 11年度以前に

入学した者については，東京学芸大学学則の一部を改正する学則（平成12年学則

第１号）附則第２項の規定による。 

 

   附 則（平18学則３）（抄） 

２ 第５条及び第22条の規定は，平成19年度以降に入学した者から適用し，平成 18

年度以前に入学した者については，なお従前の例による。 

 

   附 則（平19学則３）（抄） 

１ 平成19年４月１日から適用する。 

２ 附属大泉中学校は，改正後の第 11条第１項の規定にかかわらず，平成19年３月

31日に当該校に在学する者が当該校に在学しなくなる日までの間，存続するもの

とする。 
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３ この学則の施行の際現に設置されている改正前の学則第 11条第１項第10号に規

定する附属養護学校に在学する者は，この学則の施行の時に，改正後の学則第11

条第１項第10号に規定する附属特別支援学校に在学するものとする。 

 

   附 則（平20学則１）（抄） 

ただし，改正後の第13条の規定は，平成20年４月1日から施行する。 

 

   附 則（平21学則４）（抄） 

２  第22条の規定は，平成22年度以降に入学した者から適用し，平成21年度以前に

入学した者については，なお，従前の例による。 

 

   附 則（平23学則１）（抄） 

 平成23年９月１日から適用する。 

 

   附 則（平24学則１）（抄） 

 平成23年９月１日から適用する。 

 

   附 則（平24学則２）（抄） 

２ この学則は，平成25年度入学者から適用し，平成24年度以前に入学したものにつ

いては，なお，従前の例による。 

 

   附 則（平27学則１）（抄） 

２ 第４条の改正規定は，平成27年度以降に入学した者から適用し，平成26年度以前

に入学した者については，なお，従前の例による。 

 

附 則（平27学則２）（抄） 

 平成27年４月１日から適用する。 

 

附 則（令３学則１）（抄） 

 令和３年４月１日から適用する。 

 

附 則（令〇学則〇）（抄） 

１ 令和５年４月１日から適用する。 

２ 第４条，第５条，第８条及び第２３条の改正規定は，令和５年度以降に入学し

た者から適用し，令和４年度以前に入学した者については，なお，従前の例によ

る。 
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学則の変更事項を記載した書類 

 

変更事由 

〇学校教育系の４つの課程（初等教育教員養成課程、中等教育教員養成課程、特別支

援教育教員養成課程、養護教育教員養成課程）を１つの学校教育教員養成課程に統

合 

 

主な変更点 

〇学校教育系及び教育支援系の廃止（教員養成課程であった４つの課程を１つに統合

したため、４つの課程の総称を定める必要がなくなったため） 

〇学校教育系の４つの課程（初等教育教員養成課程、中等教育教員養成課程、特別支

援教育教員養成課程、養護教育教員養成課程）を廃止し、学校教育教員養成課程を

新設 

〇学校教育教員養成課程の下に４つの専攻（初等教育専攻、中等教育専攻、特別支援

教育専攻、養護教育専攻）を新設 

〇現行の専攻、選修に代えてコースを置く。現行の初等教育教員養成課程の学校教

育、学校心理、国際教育、環境教育の各選修については、現代教育実践コースに統

合する。現行の初等教育教員養成課程の情報教育選修は、中等教育専攻の情報コー

スに代える。 
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国立大学法人東京学芸大学学則（案） 新旧対照表 

改         正（案） 現         行 

 

   〔省略〕 

 

  （課程及び入学定員等） 

第４条 本学の教育学部に置く課程，専攻，コース並びに入学定員及び収容定員は

，次の表に掲げるとおりとする。ただし，初等教育専攻の各コース及び中等教育専

攻の各コースの定員は，別に定める。 

 

 

課

程 
専攻(類) コース 入学定員 収容定員 

学 

校 

教 

育 

教 

員 

養 

成 

課 

程 

初等教育専攻 

（Ａ類） 

国語 

825名 3,300名 

社会 

数学 

理科 

音楽 

美術 

保健体育 

家庭 

英語 

現代教育実践 

ものづくり技術 

幼児教育 

中等教育専攻 

（Ｂ類） 

国語 

社会 

数学 

理科 

音楽 

美術 

保健体育 

 

   〔省略〕 

 

  （課程及び入学定員等） 

第４条 本学の教育学部に，学校教育系及び教育支援系の課程を置く。 

２ 学校教育系及び教育支援系の課程，専攻，選修，コース及びサブコース並びに入学定

員及び収容定員は，次の表に掲げるとおりとする。ただし，初等教育教員養成課程の各選

修及び中等教育教員養成課程の各専攻の定員は，別に定める。 

 

系 課程(類) 専攻 選修 入学定員 収容定員 

学

校

教

育

系 

初等教育教員養

成課程 

（Ａ類） 

 

国語，社会，数

学，理科，音楽

，美術，保健体

育，家庭，英語

，学校教育，学

校心理，国際教

育，情報教育，

環境教育，もの

づくり技術，幼

児教育 

545名 2,180名 

中等教育教員養

成課程 

（Ｂ類） 

国語 

 230名 920名 

社会 

数学 

理科 

音楽 

美術 

保健体育 

家庭 

技術 

英語 
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家庭 

技術 

英語 

書道 

情報 

特別支援教育

専攻 

（Ｃ類） 

聴覚障害・言語障害系 

発達障害・学習障害系 

養護教育専攻 

（Ｄ類） 
養護教育 

計 825名 3,300名 

 

課

程 
専攻(類) コース 入学定員 収容定員 

教

育

支

援

課

程 

教育支援専攻 

（Ｅ類） 

生涯学習・文化遺産教育 

185名 740名 

カウンセリング 

ソーシャルワーク 

多文化共生教育 

情報教育 

表現教育 

生涯スポーツ 

計  185名 740名 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

書道 

特別支援教育教

員養成課程 

（Ｃ類） 

聴覚障害教育 

 40名 160名 
言語障害教育 

発達障害教育 

学習障害教育 

養護教育教員養

成課程 

（Ｄ類） 

養護教育  10名 40名 

計 825名 3,300名 

 

 

 

 

系 課程(類) 専攻 コース サブコース 入学定員 収容定員 

教

育

支

援

系 

教育支援課程 

（Ｅ類） 
教育支援 

生涯学習 

生涯学習 

35名 140名 
文化遺産教

育 

カウンセリ

ング 
 20名 80名 

ソーシャル

ワーク 
 20名 80名 

多文化共生

教育 

多言語多文

化 
20名 80名 

地域研究 20名 80名 

情報教育  15名 60名 

表現教育  20名 80名 
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  〔省略〕  

 

（コースの選択等） 

第５条 学生は，前条の各専攻に属するコースのいずれか一つを選択しなければな

らない。 

２ 各専攻の履修基準，履修方法及び取得できる免許状に関し必要な事項は，別に

定める。 

 

〔省略〕 

 

（卒業要件） 

第８条 第10条に規定する修業年限以上在学し，専攻ごとに定める履修基準により

所定の単位を修得した者については，教授会の議を経て，学長が卒業を認定する。 

 

〔省略〕 

 

（専攻等の変更） 

第２３条 学生が専攻の変更又はコースの変更を志望したときは，その事由及び学

力等を審査した上，これを許可することができる。 

 

 〔省略〕 

   

附 則（令〇学則〇）（抄） 

１ 令和５年４月１日から適用する。 

２ 第４条，第５条，第８条及び第２３条の改正規定は，令和５年度以降に入学し

た者から適用し，令和４年度以前に入学した者については，なお，従前の例による

。 

生涯スポー

ツ 
 35名 140名 

計 185名 740名 

 

 

 

 

 

 

   〔省略〕 

 

（専攻又は選修の選択等） 

第５条 学生は，前条の各課程に属する専攻又は選修のいずれか一つを選択しなければな

らない。 

２ 各課程の履修基準，履修方法及び取得できる免許状に関し必要な事項は，別に定める

。 

 

   〔省略〕 

 

（卒業要件） 

第８条 第10条に規定する修業年限以上在学し，課程ごとに定める履修基準により所定の

単位を修得した者については，教授会の議を経て，学長が卒業を認定する。 

 

   〔省略〕 

 

（課程等の変更） 

第２３条 学生が課程の変更又は専攻，選修及びコースの変更を志望したときは，その事

由及び学力等を審査した上，これを許可することができる。 

 

［省略］ 
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東京学芸大学教授会規程 

 平成16年４月１日 

規 程 第 40 号 

改正（施行）平18程27（19．４．１） 

平20程１（20．４．１） 

平20程28（20．４．３） 

平21程23（21．７．１） 

平22程24（22．６．７） 

平23程23（23．10．１） 

平25程31（25．12．18） 

平27程８（27．４．１） 

平31程26（31．４．26） 

令４程22（４．５．18） 

 （趣旨） 

第１条 この規程は，国立大学法人東京学芸大学組織運営規程（平成22年規程第13

号。以下「組織運営規程」という。）第26条第２項の規定に基づき，総合教育科

学系，人文社会科学系，自然科学系及び芸術・スポーツ科学系の教授会について

必要な事項を定めるものとする。 

（教授会の役割） 

第２条 教授会は，学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べ

るものとする。 

(1) 学生（当該学系が所管する群，特別支援教育特別専攻科及び大学院教育学研

究科の専攻に所属する学生をいう。以下同じ。）の入学，卒業，修了に関する

事項 

(2) 学位の授与に関する事項

(3) 前２号に掲げるもののほか，教育研究に関する重要な事項で，教授会の意見

を聴くことが必要なものとして学長が定めるもの 

２ 教授会は，前項に規定するもののほか，次に掲げる事項について審議し，学長

及び学系長の求めに応じ，意見を述べることができる。 

(1) 当該学系の教員の採用計画及び教員候補者の選考に関する事項

(2) 当該学系・学群の教育研究に関する事項

(3) 当該学系・学群の運営に関する事項

(4) その他学系長が必要と認めた事項

（学系教室主任会） 

第３条 教授会に学系教室主任会を置く。 

２ 学系教室主任会については，学系長が別に定める。 
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 （審議事項の委任等） 

第３条の２ 教授会は，前条第１項第１号及び第２号に規定する審議事項のうち，

学部及び特別支援教育特別専攻科の学生に関する事項について，組織運営規程第

27条の２に規定する全学教室主任会にその審議を委任する。 

２ 前項で委任した審議事項について，全学教室主任会で議決された事項は，教授

会で議決されたものとする。 

第３条の３ 教授会は，第２条第１項第１号及び第２号に規定する審議事項のうち，

大学院教育学研究科の学生に関する事項について，組織運営規程第27条の３に規

定する大学院教育学研究科運営委員会にその審議を委任する。 

２ 前項で委任した審議事項について，大学院教育学研究科運営委員会で議決され

た事項は，教授会で議決されたものとする。 

 （組織） 

第４条 教授会は，当該学系（教育実践創成講座，先端教育人材育成推進機構，教

育インキュベーション推進機構及びセンターは，総合教育科学系に含む。ただし，

理科教員高度支援センターについては，自然科学系に含む。）に所属する専任の

教授，准教授，講師及び助教（先端教育人材育成推進機構及び教育インキュベー

ション推進機構の研究プロジェクト業務に従事する教員のうち，大学の教員等の

任期に関する法律（平成９年法律第82号）に基づき，任期を定めて雇用される教

員を除く。）で組織する。 

２ 前項の規定にかかわらず，大学院教育学研究科（この項において「研究科」と

いう。）の担当でない者は，研究科に関する事項の議決に加わることができない。 

 （議長） 

第５条 教授会に議長を置き，学系長をもって充てる。 

２ 議長は，教授会を主宰する。 

 （開催） 

第６条 教授会は，毎月１回開催する。 

２ 前項の規定にかかわらず，学系長は，必要に応じて臨時に教授会を開催するこ

とができる。 

 （議案の提出） 

第７条 議案は，学系長が提出する。 

２ 前項の規定にかかわらず，当該学系の教授会構成員は，その５分の１以上の連

署をもって議案を提出することができる。 

 （議事） 

第８条 教授会は，公務により出張中の者，休職者及び30日以上の病気休暇中の者

並びに大学が企画運営する行事により欠席する者を除き，議題ごとに当該議決権

を有する者の３分の２以上の出席がなければ議事を行うことができない。 

２ 教授会の議事は，他に特別の定めのある場合を除き，議決権を有する出席者の
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過半数をもって決し，可否同数のときは議長の決するところによる。 

 （構成員以外の者の出席） 

第９条 教授会は，必要に応じて構成員以外の者を教授会に出席させ，意見を聴く

ことができる。 

 （審議事項の報告） 

第１０条 第２条の規定に基づき審議された事項（懲戒に関する事項を除く。）は，

学系長を通じて教育研究評議会に報告しなければならない。 

 （庶務） 

第１１条 教授会の庶務は，財務・研究推進部学系支援課が処理する。 

 （規程の改廃） 

第１２条 この規程の改廃は，役員会及び教育研究評議会の議を経て学長が定める。 

 （運営の細目） 

第１３条 この規程に定めるもののほか，教授会の運営について必要な事項は，教

授会の議を経て学系長が別に定める。 

 

   附 則 

１ この規程は，平成16年４月１日から施行する。 

２ 東京学芸大学教授会規程（平成11年規程第17号）は，廃止する。 

 

   附 則（平20程１）（抄） 

２ 東京学芸大学入学者選抜委員会規程（平成16年規程第41号）は，廃止する。 

 

   附 則（平20程28）（抄） 

 平成20年４月１日から適用する。 

 

   附 則（平22程24）（抄） 

 平成22年４月１日から適用する。 

 

   附 則（平25程31）（抄） 

 平成25年11月１日から適用する。 

 

附 則（平31程26）（抄） 

 平成31年４月１日から適用する。 

 

附 則（令４程22）（抄） 

 令和４年４月１日から適用する。 
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